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〔利用上の注意〕 

１ 「統計法令に基づく統計調査の承認及び届出の状況」（以下、「本月報」という。）中

で「指定統計」とは、改正前の統計法（昭和 22 年法律第 18 号。以下「旧統計法」と

いう。）第２条の規定に基づき、総務大臣が指定した統計をいう。 

２ 本月報中で「指定統計調査」とは、旧統計法下において、指定統計を作成するため

に行われた統計調査をいう。 

３ 本月報中で「承認統計調査」とは、改正後の統計法（平成 19年法律第 53号。以下 

「新統計法」という。）により廃止された統計報告調整法（昭和 27年法律第 148号） 

の規定に基づく総務大臣の承認を受けて実施された「統計報告の徴集」の通称をいう。 

４ 本月報中で「届出統計調査」とは、旧統計法下にあっては、第８条に基づき総務大

臣に届けられた統計調査をいい、新統計法下にあっては、第 24 条第１項又は第 25 条

に基づき総務大臣に届けられた統計調査をいう。 

５ 本月報中で「基幹統計」とは、新統計法第２条第４項に規定する統計をいう。旧統

計法下の指定統計のうち、新統計法施行の段階（平成 21年４月１日）で引き続き作成

されていたものについては、基幹統計に移行している。 

６ 本月報中で「基幹統計調査」とは、基幹統計を作成するために行われた統計調査を

いう。 

７ 本月報中で「一般統計調査」とは、国の行政機関が行う統計調査のうち、基幹統計

調査以外のものをいう。 

８ 本月報中の目次等における調査名の後ろの「平成◇年承認」「平成◇年届出」につい

ては、本月報の編集に係るシステム管理上、付記しているものである。 
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○基幹統計調査の承認 

 

統計調査の名称 実 施 者 主 な 承 認 事 項 承認年月日

社 会 生 活 基 本 調 査 総 務 大 臣 承認事項の変更 

①調査事項の変更 

ア)「勤務形態」の追加。 

イ )「年次有給休暇の取得日

数」の追加。 

ウ)「携帯電話やパソコンの使

用状況等」の削除。 等 

②調査方法の変更 

ア )調査票Ｂの調査方法につ

いて、調査員調査から、オ 

ンライン調査と調査員調査

の併用に変更。 

イ)コールセンターの設置。 

③集計事項の変更 

ア)ワーク・ライフ・バランス、

ＮＰＯ・ボランティア活動、

介護・育児などに関する集

計の充実。 

イ )調査票Ｂにおける生活時

間 調 査 の 集 計 項 目 の 一 部 

細分化。 

 

H23.2.1 

注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣が承認した基幹統計調査の計画について、

主な内容を掲載したものである。 



○一般統計調査の承認

承認年月日 統計調査の名称 実施者

H23.2.2 通信・放送産業動態調査 総 務 大 臣

H23.2.4 地域児童福祉事業等調査 厚 生 労 働 大 臣

H23.2.4 住宅手当緊急特別措置事業全国調査 厚 生 労 働 大 臣

H23.2.22 建設機械動向調査
経 済 産 業 大 臣 ・
国 土 交 通 大 臣

H23.2.23 所得再分配調査 厚 生 労 働 大 臣

H23.2.23 労働災害動向調査 厚 生 労 働 大 臣

H23.2.28
法人企業統計調査附帯調査（「リース取引に関する会計基
準」の適用について）

財 務 大 臣

 注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣が承認した一般統計調査について掲載したものである。
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（１）　新　規

受理年月日 統計調査の名称 実施者

H23.2.4 高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画策定実態調査 浜 松 市 長

H23.2.7 鳥取県内貿易実態情報収集調査 鳥 取 県 知 事

H23.2.7 鳥取県物流実態調査 鳥 取 県 知 事

H23.2.10 市町村歯科健康診査（検診）実績報告 千 葉 県 知 事

H23.2.10 大阪市産業廃棄物処理実態調査 大 阪 市 長

H23.2.14 春季賃上げ及び一時金（夏季及び年末）要求・妥結状況調査 愛 知 県 知 事

H23.2.14 通勤に関するアンケート調査 北 九 州 市 長

H23.2.16 静岡県内企業海外展開状況調査 静 岡 県 知 事

H23.2.16 静岡県輸出入状況調査 静 岡 県 知 事

H23.2.16 コミュニティビジネス実態調査 千 葉 県 知 事

H23.2.17 緑化木需要動向調査 愛 知 県 知 事

H23.2.21 大阪・関西の外資系企業の立地動向に関するアンケート調査 大 阪 府 知 事

（２）　変　更

受理年月日 統計調査の名称 実施者

H23.2.4 北九州市企業景況調査 北 九 州 市 長

H23.2.10 介護保険事業計画策定に向けての実態調査 神 戸 市 長

H23.2.14 札幌市人口移動実態調査 札 幌 市 長

H23.2.17 岐阜県輸出関係調査 岐 阜 県 知 事

H23.2.17 岩手県生産動態統計調査 岩 手 県 知 事

H23.2.21 大阪府産業廃棄物処理実態調査 大 阪 府 知 事

 ○届出統計調査の受理

注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣に届け出られた統計調査の受理（変更）について掲載したものである。

注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣に届け出られた統計調査の受理（新規）について掲載したものである。
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○基幹統計調査の承認 

【調査名】 社会生活基本調査（平成２３年承認） 

【承認年月日】 平成２３年２月１日 

【実施機関】 総務省統計局統計調査部国勢統計課労働力人口統計室 

【目 的】 社会生活基本統計（統計法第２条第４項第３号に規定する基幹統計）を作成

し、国民の生活時間の配分及び国民の生活行動を詳細に把握することを目的とす

る。 

【沿 革】 本調査は、昭和５１年以来５年ごとに実施されている。 

【調査の構成】 １－社会生活基本調査（調査票Ａ） ２－社会生活基本調査（調査票Ｂ） 

【公 表】 インターネット（調査票Ａ：調査年の翌年９月末日、調査票Ｂ：調査年の翌

年１２月末日）及び印刷物 

※ 

【調査票名】 １－社会生活基本調査（調査票Ａ） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）世帯及び世帯員 （抽出枠）平成

１７年国勢調査調査区 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）世帯：７９，０００／５０，０００，０

００ 世帯員：１９０，０００／１１６，０００，０００ （配布）調査員 

（取集）調査員 （記入）併用 （把握時）調査年の１０月２０日現在（た

だし、生活時間配分については、調査年の１０月１５日～２３日までの９日

間のうち、調査区ごとに、総務大臣が定める２日間とする。生活行動につい

ては、過去１年間の状態を調査する。） （系統）総務省－都道府県－調査

員－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２３年１０月６日～１０月２９日 

【調査事項】 １．すべての世帯員に関する事項（１）世帯主との続柄、（２）出生の年

月又は年齢、（３）在学、卒業等教育又は保育の状況、２．１０歳未満の世

帯員に関する事項（育児支援の利用の状況）、３．１０歳以上の世帯員に関

する事項（１）氏名、（２）男女の別、（３）配偶の関係、（４）学習・研究

活動の状況、（５）ボランティア活動の状況、（６）スポーツ活動の状況、（７）

趣味・娯楽活動の状況、（８）旅行・行楽の状況、（９）生活時間配分及び天

候、４．１５歳以上の世帯員に関する事項（１）介護の状況、（２）就業状

態、（３）就業希望の状況、（４）従業上の地位、（５）勤務形態、（６）年次

有給休暇の取得日数、（７）仕事の種類、（８）所属の企業全体の従業者数、

（９）ふだんの１週間の就業時間、（１０）希望する１週間の就業時間、（１

１）通勤時間、（１２）ふだんの健康状態、（１３）仕事からの年間収入、５．

６０歳以上の世帯員に関する事項（子の住居の所在地）、６．世帯に関する

事項（１）世帯の種類、（２）１０歳以上の世帯員数、（３）１０歳未満の世
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帯員数、（４）住居の種類、（５）自家用車の所有の状況、（６）世帯の年間

収入、（７）介護支援の利用の状況、（８）不在者の有無 

※ 

【調査票名】 ２－社会生活基本調査（調査票Ｂ） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）世帯及び世帯員 （抽出枠）平成

１７年国勢調査調査区 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）世帯：５，０００／５０，０００，００

０ 世帯員：１０，０００／１１６，０００，０００ （配布）調査員 （取

集）調査員・オンライン （記入）併用 （把握時）調査年の１０月２０日

現在（ただし、生活時間配分については、調査年の１０月１５日～２３日ま

での９日間のうち、調査区ごとに、総務大臣が定める２日間とする。生活行

動については、過去１年間の状態を調査する。） （系統）総務省－都道府

県－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２３年１０月６日～１０月２９日 

【調査事項】 １．すべての世帯員に関する事項（１）世帯主との続柄、（２）出生の年

月又は年齢、（３）在学、卒業等教育又は保育の状況、２．１０歳未満の世

帯員に関する事項（育児支援の利用の状況）、３．１０歳以上の世帯員に関

する事項（１）氏名、（２）男女の別、（３）配偶の関係、（４）携帯電話、

パーソナルコンピュータその他の情報通信に関連する機器の使用の状況、

（５）生活時間配分及び天候、４．１５歳以上の世帯員に関する事項（１）

介護の状況、（２）就業状態、（３）従業上の地位、（４）勤務形態、（５）年

次有給休暇の取得日数、（６）仕事の種類、（７）ふだんの１週間の就業時間、

（８）希望する１週間の就業時間、（９）ふだんの健康状態、（１０）仕事か

らの年間収入、５．世帯に関する事項（１）世帯の種類、（２）１０歳以上

の世帯員数、（３）１０歳未満の世帯員数、（４）住居の種類、（５）自家用

車の所有の状況、（６）世帯の年間収入、（７）介護支援の利用の状況、（８）

不在者の有無 
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○一般統計調査の承認 

【調査名】 通信・放送産業動態調査（平成２３年承認） 

【承認年月日】 平成２３年２月２日 

【実施機関】 総務省情報通信国際戦略局情報通信政策課情報通信経済室 

【目 的】 通信・放送産業を構成する電気通信業、放送業及び有線テレビジョン放送業

の活動を動態的に把握し、機動的な情報通信政策の企画推進に資するとともに、

通信・放送産業の健全な発展を図るための基礎資料とする。 

【沿 革】 本調査は、平成７年度から実施されているが、本調査とサービス産業動向調

査（総務省実施の一般統計調査）とは、調査対象となる事業所が重複する場合が

ある。 

そこで、重複排除及び報告者の負担軽減の観点から、平成２１年調査までは、

両調査の対象となった事業所（重複対象事業所）用に別途調査票を作成し、その

中において「従業者の状況」を一括して把握していた。 

しかし、その後の両調査間の調整により、「従業者の状況」については、サー

ビス産業動向調査で把握することになったため、平成２２年から重複対象事業所

用の調査票が廃止された。 

【調査の構成】 １－通信・放送産業動態調査調査票（電気通信事業用） ２－通信・放

送産業動態調査調査票（放送事業用） ３－通信・放送産業動態調査調査

票（有線テレビジョン放送事業用） 

【公 表】 印刷物及びインターネット（調査票回収終了からおおむね１か月後） 

【備 考】 今回の変更は、調査事項の一部変更。 

※ 

【調査票名】 １－通信・放送産業動態調査調査票（電気通信事業用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類に掲げる小分類

「固定電気通信業」、「移動電気通信業」を営む企業のうち以下を対象とする。

登録電気通信事業者（悉皆）、届出電気通信事業者（資本金及び出資金額３，

０００万円以上の企業） （抽出枠）平成２２年度調査：平成２１年度通信・

放送産業基本調査結果、平成２３年度以降の調査：情報通信業基本調査結果 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）８０／９８０ （配布）郵送 （取集）オ

ンライン・ＦＡＸ （記入）自計 （把握時）四半期末 （系統）総務省－

民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）毎四半期末月の翌月１０日 

【調査事項】 １．売上高の状況、２．業況の見通し 

※ 

【調査票名】 ２－通信・放送産業動態調査調査票（放送事業用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類に掲げる小分類
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「民間放送業」（有線放送業を除く）を営む企業 （抽出枠）平成２２年度

調査：平成２１年度通信・放送産業基本調査結果、平成２３年度以降の調査：

情報通信業基本調査結果 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）５４／５５０ （配布）郵送 （取集）オ

ンライン・ＦＡＸ （記入）自計 （把握時）四半期末 （系統）総務省－

民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）毎四半期末月の翌月１０日 

【調査事項】 １．売上高の状況、２．業況の見通し 

※ 

【調査票名】 ３－通信・放送産業動態調査調査票（有線テレビジョン放送事業用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類に掲げる細分類

「有線テレビジョン放送業」を営む企業のうち、資本金及び出資金額３，０

００万円以上の企業 （抽出枠）平成２２年度調査：平成２１年度通信・放

送産業基本調査結果、平成２３年度以降の調査：情報通信業基本調査結果 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３０／２７０ （配布）郵送 （取集）オ

ンライン・ＦＡＸ （記入）自計 （把握時）四半期末 （系統）総務省－

民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）毎四半期末月の翌月１０日 

【調査事項】 １．売上高の状況、２．業況の見通し 
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【調査名】 地域児童福祉事業等調査（平成２３年承認） 

【承認年月日】 平成２３年２月４日 

【実施機関】 厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課 

【目 的】 認可外保育施設利用世帯票：認可外保育施設を利用する世帯の実態を把握す

ることにより、認可外保育施設における保育内容・保育環境の改善等を図るため

の基礎資料を得ることを目的とする。 

保育所利用世帯票、認可外保育施設調査票：保育所を利用する世帯の保育所の

入所状況や父母の就業状況及び認可外保育施設の状況を把握することにより、保

育需要の多様化に対応した保育施策の在り方を検討するための基礎資料を得る。 

【沿 革】 本調査は、平成９年から開始され、市町村事業を対象とする場合は届出統計

調査として、施設及び利用世帯（保育所・認可外保育施設）を対象とする場合は

承認統計調査として実施されている。 

なお、本調査は、４種類の調査票（認可外保育施設利用世帯票、市町村事業票、

保育所利用世帯票、認可外保育施設調査票）について毎年順番に実施し、３年で

一巡するよう構成されている。（３年のうち１年は、２種類（保育所利用世帯票

及び認可外保育施設調査票）、残る２年は、それぞれ１種類（認可外保育施設利

用世帯票、市町村事業票）の調査票を使用。） 

【調査の構成】 １－認可外保育施設利用世帯票 ２－保育所利用世帯票 ３－認可外保

育施設調査票 ４－市町村事業票 

【公 表】 認可外保育施設利用世帯票：インターネット（平成２４年２月）、保育所利用

世帯票、認可外保育施設調査票：インターネット（平成２３年２月） 

【備 考】 本調査は、沿革欄記載のとおり、４種類の調査で構成されており、今回は、

認可外保育施設利用世帯票による調査の実施に係る変更である。 

なお、市町村事業票による調査に係る新統計法下での初めての承認申請は、平

成２３年度になされる見込み。 

※ 

【調査票名】 １－認可外保育施設利用世帯票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）認可外保育施設（事業所内保育施

設を除く。）の利用世帯 （抽出枠）認可外保育施設調査票による調査の結

果から作成した施設名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１６，０００／１８０，０００ （配布）

認可外保育施設経由 （取集）認可外保育施設経由 （記入）自計 （把握

時）調査実施年度の２月１日現在（調査事項によって、調査実施年度の１月

の状況等） （系統）厚生労働省－都道府県－市町村（指定都市及び中核市

を除く。）－認可外保育施設－報告者、厚生労働省－指定都市・中核市－認
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可外保育施設－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２３年２月８日～３月１５日 

【調査事項】 １．世帯の状況、２．父母の就労状況、３．世帯年収、４．施設利用日数・

時間、５．施設利用料、６．認可保育所への入所の検討状況 等 

※ 

【調査票名】 ２－保育所利用世帯票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）保育所を利用している世帯 （抽

出枠）保育所施設名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１７，０００／２，３００，０００ （配

布）保育所経由 （取集）保育所経由 （記入）自計 （把握時）調査実施

年度の２月１日現在 （系統）厚生労働省－都道府県・指定都市・中核市－

福祉事務所－保育所－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２２年１月１５日～３月１５日 

【調査事項】 １．世帯の状況、２．保育所の入所状況、３．父母の就業状況等 

※ 

【調査票名】 ３－認可外保育施設調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）認可外保育施設 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）７，３００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）調査実施年度の２月１日現在 （系統）厚生労働省－

都道府県－市町村－報告者、厚生労働省－指定都市・中核都市－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２２年月１５日～３月１５日 

【調査事項】 １．施設の名称、２．所在地、３．設置主体、４．通常の開所時間、５．

在所児童数、６．従事者数等 

※ 

【調査票名】 ４－市町村事業票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）市町村（特別区を含む。） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，８０５ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成２０年１２月１日現在 （系統）厚生労働省－都

道府県－報告者、厚生労働省－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２０年１２月 

【調査事項】 １．保育所の有無、２．放課後児童クラブの有無、３．保育所定員の弾力

化の状況、４．短時間勤務の保育士の導入状況、５．保育料の収納事務の私

人への委託状況、６．幼稚園と保育所の施設の共用化や行事等の連携状況、

７．一時預かりについて、８．子育て支援に関する情報提供の状況、９．放

課後児童クラブについて  
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【調査名】 住宅手当緊急特別措置事業全国調査（平成２３年承認） 

【承認年月日】 平成２３年２月４日 

【実施機関】 厚生労働省社会・援護局保護課 

【目 的】 住宅手当緊急特別措置事業（「住宅手当緊急特別措置事業の実施について」（平

成２１年７月９日付け社援発０７０９第７号））に基づく住宅手当を受けていた

者の受給状況及び受給後の状況を把握し、住宅手当緊急特別措置事業及び厚生労

働行政の企画運営に必要な基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－受給者調査票 ２－地方自治体調査票 

【公 表】 インターネット及び印刷物（平成２３年１１月３０日） 

※ 

【調査票名】 １－受給者調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）平成２１年１０月から１２月の間

に住宅手当緊急特別措置事業による住宅手当の受給を開始し、受給を終了し

た者 （抽出枠）地方自治体が作成する住宅手当受給者リスト 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３２６／７，９５０ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年１０月から１２月の間に住

宅手当の受給を開始した者に関する手当の受給申請前から平成２３年１月

末日現在までの状況 （系統）報告者が指定都市、中核市又は福祉事務所非

設置町村から住宅手当を受給した場合：厚生労働省－都道府県・指定都市・

中核市－報告者、報告者が指定都市及び中核市以外の市、特別区又は福祉事

務所設置町村から住宅手当を受給した場合：厚生労働省－都道府県－市区町

村－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２３年２月１４日～２月２８日 

【調査事項】 １．住宅手当申請時点までの状況（離職に該当する就労の状況）、２．住

宅手当受給中の状況（１）生活費の対応方法、（２）就職活動について、（３）

職業訓練の受講状況、３．住宅手当受給終了後の状況、４．他の支援施策の

活用等について、５．その他 

※ 

【調査票名】 ２－地方自治体調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）住宅手当緊急特別措置事

業の実施主体である地方自治体（都道府県、市、特別区及び福祉事務所を設

置している町村） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把

握時）平成２１年１０月から１２月の間に住宅手当の受給を開始した者に関

する手当の受給申請前から平成２３年１月末現在までの状況 （系統）受給

者調査票の報告者が指定都市、中核市又は福祉事務所非設置町村から住宅手
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当を受給した場合：厚生労働省－報告者（都道府県・指定都市・中核市）、

受給者調査票の報告者が指定都市及び中核市以外の市、特別区又は福祉事務

所設置町村から住宅手当を受給した場合：厚生労働省－都道府県－報告者

（市区町村） 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２３年２月１４日～２月２８日 

【調査事項】 １．住宅手当申請時点までの状況（１）申請時の世帯の状況、（２）申請

時の住宅の状況、（３）確保した住居の状況、（４）申請時の就労状況、（５）

支給決定に関する状況、２．住居手当受給中の状況（１）就職活動について、

（２）受給中に新たに就職した場合の就労状況、（３）住宅手当支給の中止、

（４）住宅手当支給期間の延長  
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【調査名】 建設機械動向調査（平成２３年承認） 

【承認年月日】 平成２３年２月２２日 

【実施機関】 経済産業省製造産業局産業機械課、国土交通省総合政策局建設施工企画課 

【目 的】 本調査は、経済産業省及び国土交通省が、建設機械の需要予測、災害復旧計

画の策定、建設対策型建設機械の普及等を行うための基礎資料として、国内にお

ける建設機械の保有台数及び流通状況の実態を把握することを目的に２年周期

で実施しているものである。 

【沿 革】 本調査は、建設工事統計調査（国土交通省所管の基幹統計調査（当時は建設

省所管の指定統計調査））に含まれていた調査事項の一部が、昭和５１年に分離

され、以後、承認統計調査として毎年実施されていたものであるが、平成２年度

調査から２年周期となり、現在に至ったものである。 

本調査は、効果的な調査の実施及び調査結果の有効利用の観点から、経済産業

省及び国土交通省の共管調査として実施されている。 

【調査の構成】 １－建設機械動向調査票 

【公 表】 印刷物及びインターネット（調査実施年度の翌年度７月） 

【備 考】 今回の変更は、調査事項の一部変更等。 

※ 

【調査票名】 １－建設機械動向調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）建設機械を製造又は販売している

企業 （抽出枠）（社）日本建設機械工業会及び（社）日本建設機械化協会

の会員企業のほか、環境対策型建設機械等の型式届出資料 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）９０ （配布）郵送・オンライン （取集）郵

送・オンライン・ＦＡＸ （記入）自計 （把握時）調査実施年度の前年度

１年間の実績又は前年度３月末現在 （系統）国土交通省－報告者 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）平成２３年２月～３月 

【調査事項】 １．企業名、２．企業の所在地、３．本調査票の記入内容について照会を

受けた場合回答できる者、４．使用者に対する新品建設機械の販売台数、５．

使用者の所有する建設機械に対する管理台数  
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【調査名】 所得再分配調査（平成２３年承認） 

【承認年月日】 平成２３年２月２３日 

【実施機関】 厚生労働省政策統括官付政策評価官室 

【目 的】 本調査は、社会保障制度及び租税制度による所得再分配の状況や、所得再分

配による所得格差の変化の実態を明らかにし、社会保障制度が国民生活にどのよ

うに機能しているかを確認し、厚生労働行政の企画立案のための基礎資料を得る

ことを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、昭和３７年から実施され、その後、昭和４２年と昭和４７年に実

施された後は、３年ごとに実施されている。 

また、平成１７年調査から調査票が従来の２種類から１種類に変更された。 

【調査の構成】 １－平成２３年所得再分配調査調査票 

【公 表】 インターネット及び印刷物（平成２５年９月） 

【備 考】 今回の変更は、調査事項の一部変更。 

※ 

【調査票名】 １－平成２３年所得再分配調査調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯及び世帯員 （属性）平成２３年国民生活基

礎調査の報告者となった世帯及び世帯員 （抽出枠）平成２３年国民生活基

礎調査の準備調査により設定された単位区 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）世帯：１２，５００／５０，０００ 世

帯員：３２，７５０／１３１，０００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記

入）自計 （把握時）調査実施年の前年の１年間（１～１２月）、ただし、

介護の給付状況については、調査実施年の７月１４日～８月１３日 （系統）

厚生労働省－都道府県－（市・特別区及び福祉事務所を設置する町村）－福

祉事務所－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２３年７月１４日～８月３０日 

【調査事項】 １．性・出生年月、２．拠出金及び受給金の状況（生命保険・損害保険の

掛金・保険金、税金等）、３．医療の受療状況（通院又は入院の有無、治療

費支払方法等）、４．介護の給付状況、５．保育所の利用状況 
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【調査名】 労働災害動向調査（平成２３年承認） 

【承認年月日】 平成２３年２月２３日 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部賃金福祉統計課 

【目 的】 産業別、事業所規模別の災害発生状況を定期的に把握し、その結果から、災

害の発生頻度を示す「度数率」及び災害の重さの程度を示す「強度率」等を推計

し、労働安全衛生施策の策定のための基礎資料を得ることを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、昭和２７年から毎年実施されている。 

【調査の構成】 １－事業所調査票 ２－総合工事業調査票（上半期・下半期） 

【公 表】 インターネット及び印刷物（概況：調査実施年の翌年６月、報告書：調査実

施年の翌年１１月） 

【備 考】 今回の変更は、調査対象の範囲に農業を追加するとともに、回答方法の一つ

としてオンライン調査を追加。 

※ 

【調査票名】 １－事業所調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類による次に掲

げる産業に属し、３０人以上の常用労働者を雇用する民営及び公営事業所

（「農業，林業」については、民営事業所のみ。）及び製造業のうち特定の産

業に属し、１０～２９人の常用労働者を雇用する民営事業所。なお、管理・

事務部門のみをもって構成する事業所及び「鉱業，採石業，砂利採取業」の

うち鉱山保安法の適用を受ける鉱山は除く。「農業，林業」、「鉱業，採石業，

砂利採取業」、「建設業（総合工事業を除く。）」、「製造業」、「電気・ガス・熱

供給・水道業」、「情報通信業（通信業、新聞業及び出版業に限る。）」、「運輸

業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「宿泊業，飲食サービス業（旅館，ホテル

に限る。）」、「生活関連サービス業，娯楽業（洗濯業、旅行業及びゴルフ場に

限る。））、「医療，福祉（病院、一般診療所、保健所、健康相談施設、児童福

祉事業、老人福祉・介護事業及び障害者福祉事業に限る。）」、「サービス業（他

に分類されないもの）（一般廃棄物処理業、産業廃棄物処理業、自動車整備

業、機械修理業及び建物サービス業に限る。）」、ただし、１０～２９人の常

用労働者を雇用する事業所については、製造業のうち食料品製造業、飲料・

たばこ・飼料製造業、木材・木製品製造業（家具を除く）、家具・装備品製

造業、パルプ・紙・紙加工品製造業、窯業・土石製品製造業、金属製品製造

業、はん用機械器具製造業及び生産用機械器具製造業のみとする。 （抽出

枠）平成１８年事業所・企業統計調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３２，０００／２４０，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎年１月１日

～１２月３１日（一部の事項に例外あり） （系統）厚生労働省－報告者 
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【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査の対象となる期間の翌年１月１日～１月

２０日 

【調査事項】 １．事業所の名称及び所在地、２．主な生産品の名称又は事業の内容、３．

企業全体の常用労働者数、４．事業所の全労働者数及び常用労働者数、５．

調査期間中の全労働者の延べ実労働時間数、６．労働災害による労働不能程

度別死傷者数及び延べ休業日数、７．不休災害被災労働者数 

※ 

【調査票名】 ２－総合工事業調査票（上半期・下半期） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）次に掲げる工事の種類に属し、

労働者災害補償保険の概算保険料が１６０万円以上又は工事の請負金額が

１億９，０００万円以上の工事現場。（ア）河川土木工事業、（イ）水力発電

施設等新設事業、（ウ）鉄道又は軌道新設事業、（エ）地下鉄建設事業、（オ）

橋りょう建設事業、（カ）ずい道新設事業、（キ）道路新設事業、（ク）その

他の土木工事業、（ケ）舗装工事業、（コ）建築工事業、（サ）その他の建築

事業 （抽出枠）労働保険適用台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，５００／８，０００ （配布）郵送 

（取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）上半期調査：毎年１

月１日～６月３０日、下半期調査：毎年７月１日～１２月３１日、（一部の

事項に例外あり） （系統）厚生労働省－報告者 

【周期・期日】 （周期）半年 （実施期日）上半期調査：調査の対象となる年の７月１

日～７月２０日、下半期調査：調査の対象となる年の翌年１月１日～１月

２０日 

【調査事項】 １．工事現場の名称、２．主な工事の内容、３．工事の請負金額、４．調

査期間中の工事日数、５．調査期間中の工事現場の全労働者の延べ実労働日

数及び延べ実労働時間数、６．労働災害による労働不能程度別死傷者数及び

延べ休業日数、７．不休災害被災労働者数  
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【調査名】 法人企業統計調査附帯調査（「リース取引に関する会計基準」の適用

について）（平成２３年承認） 

【承認年月日】 平成２３年２月２８日 

【実施機関】 財務省財務総合政策研究所調査統計部調査統計課 

【目 的】 本調査は、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第１３号。企業会

計基準委員会）の改正（平成１９年３月３０日）を受け、所有権移転外ファイナ

ンスリースにおけるリース物件について、借手側にあっては固定資産の新設額に

含まれるリース資産の額を、貸手側にあっては流動資産に含まれるリース投資資

産の額を調査し、改正後の同基準の適用がなかった場合の設備投資額の前年同期

と比べた増減率を試算し、同基準の改正に伴う影響の実態を把握することを目的

とする。 

【沿 革】 「リース取引に関する会計基準」が平成１９年３月３０日に改正され、四半

期財務諸表に関しては、平成２１年４月１日以後開始する事業年度から適用され

た（ただし、平成２０年４月１日以後開始する事業年度から適用することができ

る。）。 

これに伴い、所有権移転外ファイナンスリースにおけるリース物件について、

借手側においては、改正前はオフバランス処理されることが多かったものが固定

資産に計上されることになる一方、貸手側においては、改正前は固定資産として

計上されていたものが、当該企業の主目的たる営業取引により発生したものであ

る場合には流動資産に計上されることとなった。 

法人企業統計調査（財務省実施の基幹統計調査）の四半期別調査（以下、「本

体調査」とする。）では、固定資産の新設額を「設備投資」の一部として扱って

いる。 

そのため、設備投資として計上される数値が、「リース取引に関する会計基準」

改正の影響を受けて変動する場合もあると考えられる。 

本調査は、このような背景事情を踏まえて、今回、１回限りで実施されるもの

である。 

【調査の構成】 １－法人企業統計調査附帯調査（「リース取引に関する会計基準」の適用

について）調査票（借手側） ２－法人企業統計調査附帯調査（「リース取

引に関する会計基準」の適用について）調査票（貸手側） 

【公 表】 インターネット及び印刷物により公表（平成２３年９月） 

※ 

【調査票名】 １－法人企業統計調査附帯調査（「リース取引に関する会計基準」の適用に

ついて）調査票（借手側） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）平成２０年４－６月期～２２年４

－６月期に実施した本体調査において、資本金１億円以上で、「リース取引
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に関する会計基準の適用により、リースに係る資産を計上した」の設問に１

回でも「はい」と答えた法人のうち、固定資産増加額の「新設」の「計」に

１以上の額（１００万円以上の額）が記入されている法人 （抽出枠）法人

企業統計調査の四半期別調査結果 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）７，２００／３６，０００ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２０年４－６月期～２２年４

－６月期 （系統）配布：財務省－報告者 回収：報告者－財務（支）局・

財務事務所・出張所・沖縄総合事務局－財務省 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２３年４月上旬～５月３１日 

【調査事項】 １．改正後の「リース取引に関する会計基準」を四半期財務諸表に最初に

適用した時期、２．既に提出を受けた、法人企業統計調査票における固定資

産増加額（新設額）のうち、固定資産に新たに計上したリース資産の額（新

規契約額のみ） 

※ 

【調査票名】 ２－法人企業統計調査附帯調査（「リース取引に関する会計基準」の適用に

ついて）調査票（貸手側） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）平成２０年４－６月期～２２年４

－６月期に実施した本体調査において、資本金１億円以上のリース業である

法人のうち、当期の「流動資産」の「その他」の欄に１回以上、１以上の額

（１００万円以上の額）が記入されている法人 （抽出枠）法人企業統計調

査の四半期別調査結果 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１９０／３００ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）平成２０年４－６月期～２２年４－６月期 

（系統）配布：財務省－報告者 回収：報告者－財務（支）局・財務事務所・

出張所・沖縄総合事務局－財務省 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２３年４月上旬～５月３１日 

【調査事項】 １．改正後の「リース取引に関する会計基準」を四半期財務諸表に最初に

適用した時期、２．既に提出を受けた、法人企業統計調査票における貸借対

照表上の「流動資産その他」の額のうち、リース投資資産の額（新規契約額

のみ） 
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○届出統計調査の受理 

（１）新規 

【調査名】 高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画策定実態調査（平成２３年

届出） 

【受理年月日】 平成２３年２月４日 

【実施機関】 浜松市社会福祉部高齢者福祉課、浜松市社会福祉部介護保険課 

【目 的】 老人福祉法第２０条の８の規定に基づく高齢者保健福祉計画及び介護保険法

第１１７条の規定に基づく介護保険事業計画を「浜松市高齢者保健福祉計画・介

護保険事業計画」として一体的に策定する上での基礎数値を得るため。 

【調査の構成】 １－平成２２年度高齢者一般調査調査票（一般地域用） ２－平成２２

年度高齢者一般調査調査票（中山間地域用） ３－平成２２年度高齢化社

会に対する意識調査（若年者調査）調査票（一般地域用） ４－平成２２

年度高齢化社会に対する意識調査（若年者調査）調査票（中山間地域用） 

５－平成２２年度在宅要支援・要介護認定者調査調査票（一般地域用） ６

－平成２２年度在宅要支援・要介護認定者調査調査票（中山間地域用） ７

－平成２２年度介護保険サービス未利用者調査調査票（一般地域用） ８

－平成２２年度介護保険サービス未利用者調査調査票（中山間地域用） ９

－平成２２年度介護サービス事業所調査調査票 

【備 考】 本調査の調査票の名称には、「意識」の文言が付されているが、調査事項の中

に「事実の報告」が含まれていることから、これら「事実の報告」に係る部分に

ついて、統計法上の「統計調査」として届出が受理されたものである。 

※ 

【調査票名】 １－平成２２年度高齢者一般調査調査票（一般地域用） 

【調査対象】 （地域）浜松市全域 （単位）個人 （属性）介護保険の認定を受けてい

ない６５歳以上の者 （抽出枠）住民基本台帳及び介護保険システム 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４，１７０／１８０，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２２年１１月１日現在 

（系統）浜松市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２２年１２月３日～１２月２８日 

【調査事項】 １．本人の状況、２．健康状態、３．普段の生活、４．保健福祉サービス

の利用意向、５．今後のくらし、６．バス券・タクシー券の見直し 

※ 

【調査票名】 ２－平成２２年度高齢者一般調査調査票（中山間地域用） 

【調査対象】 （地域）浜松市全域 （単位）個人 （属性）介護保険の認定を受けてい

ない６５歳以上の者 （抽出枠）住民基本台帳及び介護保険システム 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）８３０／１８０，０００ （配布）郵送 
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（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２２年１１月１日現在 （系

統）浜松市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２２年１２月３日～１２月２８日 

【調査事項】 １．本人の状況、２．健康状態、３．普段の生活、４．保健福祉サービス

の利用意向、５．今後のくらし、６．バス券・タクシー券の見直し 

※ 

【調査票名】 ３－平成２２年度高齢化社会に対する意識調査（若年者調査）調査票（一

般地域用） 

【調査対象】 （地域）浜松市全域 （単位）個人 （属性）２０歳以上６５歳未満の者 

（抽出枠）住民基本台帳及び介護保険システム 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，５００／４６０，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２２年１１月１日現在 

（系統）浜松市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２２年１２月３日～１２月２８日 

【調査事項】 １．本人の状況、２．健康状態、３．普段の生活、４．保健福祉サービス

の利用意向、５．今後のくらし、６．バス券・タクシー券の見直し 

※ 

【調査票名】 ４－平成２２年度高齢化社会に対する意識調査（若年者調査）調査票（中

山間地域用） 

【調査対象】 （地域）浜松市全域 （単位）個人 （属性）２０歳以上６５歳未満の者 

（抽出枠）住民基本台帳及び介護保険システム 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５００／４６０，０００ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２２年１１月１日現在 （系

統）浜松市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２２年１２月３日～１２月２８日 

【調査事項】 １．本人の状況、２．健康状態、３．普段の生活、４．保健福祉サービス

の利用意向、５．今後のくらし、６．バス券・タクシー券の見直し 

※ 

【調査票名】 ５－平成２２年度在宅要支援・要介護認定者調査調査票（一般地域用） 

【調査対象】 （地域）浜松市全域 （単位）個人 （属性）介護保険の認定を受けてい

る者（施設入所者を除く。） （抽出枠）住民基本台帳及び介護保険システ

ム 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／１９，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２２年１１月１日現在 （系

統）浜松市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２２年１２月３日～１２月２８日 
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【調査事項】 １．本人の状況、２．普段の生活、３．介護保険サービスの利用状況、４．

介護者の状況等 

※ 

【調査票名】 ６－平成２２年度在宅要支援・要介護認定者調査調査票（中山間地域用） 

【調査対象】 （地域）浜松市全域 （単位）個人 （属性）介護保険の認定を受けてい

る者（施設入所者を除く。） （抽出枠）住民基本台帳及び介護保険システ

ム 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５００／１９，０００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２２年１１月１日現在 （系統）

浜松市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２２年１２月３日～１２月２８日 

【調査事項】 １．本人の状況、２．普段の生活、３．介護保険サービスの利用状況、４．

介護者の状況等 

※ 

【調査票名】 ７－平成２２年度介護保険サービス未利用者調査調査票（一般地域用） 

【調査対象】 （地域）浜松市全域 （単位）個人 （属性）介護保険の認定を受けてい

る者で、かつ介護サービス利用がない者 （抽出枠）住民基本台帳及び介護

保険システム 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，５００／３，６００ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２２年１１月１日現在 （系

統）浜松市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２２年１２月３日～１２月２８日 

【調査事項】 １．本人の状況、２．普段の生活、３．介護保険サービスの利用状況、４．

介護者の状況等 

※ 

【調査票名】 ８－平成２２年度介護保険サービス未利用者調査調査票（中山間地域用） 

【調査対象】 （地域）浜松市全域 （単位）個人 （属性）介護保険の認定を受けてい

る者で、かつ介護サービス利用がない者 （抽出枠）住民基本台帳及び介護

保険システム 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１５０／３，６００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２２年１１月１日現在 （系統）

浜松市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２２年１２月３日～１２月２８日 

【調査事項】 １．本人の状況、２．普段の生活、３．介護保険サービスの利用状況、４．

介護者の状況等 

※ 
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【調査票名】 ９－平成２２年度介護サービス事業所調査調査票 

【調査対象】 （地域）浜松市全域 （単位）事業所 （属性）平成２２年１１月１日現

在で、介護保険法に基づいて静岡県又は浜松市から指定されている事業所 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２４０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成２２年１１月１日現在 （系統）浜松市－民間事業者

－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２２年１２月３日～１２月２８日 

【調査事項】 １．法人・事業所の概要、２．居宅サービス提供の状況、３．施設サービ

ス提供の状況、４．地域密着型サービス提供の状況  
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【調査名】 鳥取県内貿易実態情報収集調査（平成２３年届出） 

【受理年月日】 平成２３年２月７日 

【実施機関】 鳥取県商工労働部経済通商総室通商物流室 

【目 的】 鳥取県内企業の貿易・海外展開の状況及び意向を把握し、県の海外展開支援

策の策定等に活用する。 

【調査の構成】 １－「平成２２年度鳥取県内貿易実態情報収集調査」調査票 

※ 

【調査票名】 １－「平成２２年度鳥取県内貿易実態情報収集調査」調査票 

【調査対象】 （地域）鳥取県全域 （単位）企業 （属性）（財）鳥取県産業振興機構、

環日本海経済活動促進協議会の県内会員企業 （抽出枠）（財）鳥取県産業

振興機構、環日本海経済活動促進協議会の県内会員企業名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）７５０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成２１年１月～１２月現在 （系統）鳥取県－民間事業

者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２２年６月～７月 

【調査事項】 １．会社の概要、２．貿易について（輸出）（実績の有無、将来の見込み、

品目、金額、輸出国）、３．貿易について（輸入）（実績の有無、将来の見込

み、品目、金額、輸入国）、４．国際事業展開について（実績の有無、今後

の見込み、相手国）、５．海外進出事業について（実績、見込み、国・事業

の概要、目的、今後の相手国）  
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【調査名】 鳥取県物流実態調査（平成２３年届出） 

【受理年月日】 平成２３年２月７日 

【実施機関】 鳥取県商工労働部経済通商総室通商物流室 

【目 的】 物流コスト低減のためのシステム、物流事業者と荷主との連携による物流効

率化のための具体的な取組の提案等に活用する。 

【調査の構成】 １－物流実態調査アンケート調査票（トラック運送事業者用） ２－物

流実態調査アンケート調査票（荷主企業用） 

※ 

【調査票名】 １－物流実態調査アンケート調査票（トラック運送事業者用） 

【調査対象】 （地域）鳥取県全域 （単位）事業所 （属性）（社）鳥取県トラック協

会の会員事業所 （抽出枠）（社）鳥取県トラック協会の会員名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３５０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成２１年４月～平成２２年３月現在 （系統）鳥取県－

民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２２年６月～７月 

【調査事項】 １．会社、事業所の概要、２．首都圏、関西圏等との定期的な輸送の有無、

３．輸送業務・保管業務の満足度、問題点、課題、４．効率化を進めたい課

題の輸送の内容、５．輸送の効率化への取組状況、６．鳥取自動車道の開通

による物流コストへの影響、７．環境対策の取組状況と今後の意向 

※ 

【調査票名】 ２－物流実態調査アンケート調査票（荷主企業用） 

【調査対象】 （地域）鳥取県全域 （単位）事業所 （属性）製造業、卸売業、小売業、

水産加工業者、農産物生産者 （抽出枠）事業所名鑑 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，６００／３，４０３ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年４月～２２年３月現在 （系

統）鳥取県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２２年６月～７月 

【調査事項】 １．会社、事業所の概要、２．首都圏、関西圏等との定期的な取引の有無、

３．物流（輸送・保管等）の満足度、問題点、課題、４．効率化を進めたい

課題の取引の内容、５．物流の効率化への取組状況、６．鳥取自動車道の開

通による物流コストへの影響、７．環境対策の取組状況と今後の意向 
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【調査名】 市町村歯科健康診査（検診）実績報告（平成２３年届出） 

【受理年月日】 平成２３年２月１０日 

【実施機関】 千葉県健康福祉部健康づくり支援課 

【目 的】 千葉県の歯科保健状況を把握し、「千葉県歯・口腔の健康づくり推進条例」の

ための必要な基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－市町村歯科健康診査（検診）実績報告表 

※ 

【調査票名】 １－市町村歯科健康診査（検診）実績報告表 

【調査対象】 （地域）千葉県全域 （単位）地方公共団体 （属性）千葉県内の全市町

村（５４市町村） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）５４ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）毎年４月１日～３月３１日 （系統）千葉県－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年４月下旬～５月末日 

【調査事項】 幼児期、妊婦及び成人期の歯科健康診査（検診）のむし歯、歯周疾患等の

状況  



- 25 - 
 

【調査名】 大阪市産業廃棄物処理実態調査（平成２３年届出） 

【受理年月日】 平成２３年２月１０日 

【実施機関】 大阪市環境局事業部産業廃棄物規制担当 

【目 的】 産業廃棄物を排出する事業者を対象にアンケート調査を行うことなどにより、

現況の大阪市域の産業廃棄物の発生及び処理状況を把握し、また、これらに関す

る将来予測を行うことにより、現行の大阪市産業廃棄物処理計画の達成状況を確

認するとともに、次期計画の策定における基礎資料とする。 

なお、同計画は大阪府産業廃棄物処理計画と協調するものであり、大阪府にお

いて行われる大阪府廃棄物処理実態調査に準ずるものである。 

【沿 革】 本調査は、大阪市産業廃棄物処理計画を策定するため、平成２３年から調査

が開始された。 

本調査は、調査対象の範囲を「大阪市の各事業所」としており、同様の調査「大

阪府産業廃棄物処理実態調査」（大阪府）では、調査対象の範囲を「大阪市を除

く大阪府全域の各事業所」としている。 

ただし、建設業事業所を対象とした調査票（大阪市産業廃棄物処理実態調査票

（建設業））については、大阪府の調査では大阪府内の工事から発生した産業廃

棄物量を、大阪市の調査では大阪市内の工事から発生した産業廃棄物量を調査す

る。 

【調査の構成】 １－大阪市産業廃棄物処理実態調査票（建設業） ２－大阪市産業廃棄

物処理実態調査票（建設業以外） ３－大阪市産業廃棄物処理実態調査票

（下水道） 

※ 

【調査票名】 １－大阪市産業廃棄物処理実態調査票（建設業） 

【調査対象】 （地域）大阪市全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げ

る大分類「建設業」に属する事業所 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統

計調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，６２４／９，９４６ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査実施年の前年度１年間 （系

統）大阪市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２３年４月上旬～６月下旬 

【調査事項】 １．事業所の概要、２．元請工事の有無、３．工事実績、４．産業廃棄物

等の発生の有無、５．工事現場で発生した廃棄物等の発生量、６．工事現場

又は自社での中間処理、７．自社処分・処分再利用、委託処理、８．委託中

間処理、９．自社・委託での資源化 

※ 

【調査票名】 ２－大阪市産業廃棄物処理実態調査票（建設業以外） 
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【調査対象】 （地域）大阪市全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げ

る大分類「鉱業」、「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」に属する事業

所、大分類「情報通信業」中分類「通信業」に属し、従業員数が３０人以上

の事業所、大分類「情報通信業」小分類「新聞業」、「出版業」に属する事業

所、大分類「運輸業」中分類「鉄道業」、「道路旅客運送業」、「道路貨物運送

業」に属する事業所、大分類「運輸業」中分類「水運業」、「航空運輸業」、「倉

庫業」、「運輸に附帯するサービス業」に属し、従業員数が３００人以上の事

業所、大分類「卸売・小売業」小分類「百貨店，総合スーパー」に属し、従

業員数が１００人以上の事業所、大分類「卸売・小売業」小分類「自動車小

売業」、「燃料小売業」に属する事業所、大分類「卸売・小売業」に属する事

業所のうち、小分類「百貨店，総合スーパー」、「自動車小売業」、「燃料小売

業」以外に属し、従業員が３００人以上の事業所、大分類「飲食店，宿泊業」

に属し、従業員数３００人以上の事業所、大分類「医療，福祉」小分類「病

院」、「一般診療所」、「歯科診療所」に属する事業所、大分類「医療，福祉」

に属する事業所のうち、小分類「病院」、「一般診療所」、「歯科診療所」以外

に属し、従業員数１００人以上の事業所、大分類「教育，学習支援業」小分

類「高等教育機関」に属する事業所、大分類「サービス業（他に分類されな

いもの）」小分類「写真業」に属し、従業員数２０人以上の事業所、大分類

「サービス業（他に分類されないもの）」中分類「学術・開発研究機関」に

属し、従業員数１０人以上の事業所、大分類「サービス業（他に分類されな

いもの）」小分類「洗濯業」に属し、従業員数３０人以上の事業所、大分類

「サービス業（他に分類されないもの）」中分類「自動車整備業」に属する

事業所 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５，５７７／３４，８４９ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査実施年の前年度１年間 （系

統）大阪市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２３年４月上旬～６月下旬 

【調査事項】 １．事業所の概要、２．事業内容、３．事業の概要、４．産業廃棄物等の

発生の有無、５．自社で発生した廃棄物等の発生量、６．自社での中間処理、

７．自社処分・処分再利用、委託処理、８．委託中間処理、９．自社・委託

での資源化 

※ 

【調査票名】 ３－大阪市産業廃棄物処理実態調査票（下水道） 

【調査対象】 （地域）大阪市全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げ

る大分類「電気・ガス・熱供給・水道業」小分類「下水道業」に属する事業

所 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査結果名簿 
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【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６／６ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）調査実施年を含む向こう５年間（各年度１年間） （系

統）大阪市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２３年４月上旬～６月下旬 

【調査事項】 １．下水道事業所の処理水量、処理能力、処理人口、２．自社で発生した

廃棄物等の発生量、３．自社での中間処理、４．自社処分・処分再利用、委

託処理、５．委託中間処理  
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【調査名】 春季賃上げ及び一時金（夏季及び年末）要求・妥結状況調査（平成

２３年届出） 

【受理年月日】 平成２３年２月１４日 

【実施機関】 愛知県産業労働部労政担当局労働福祉課 

【目 的】 愛知県内の労働組合のある民間企業の春季賃上げ等要求・妥結状況及び一時

金（夏季及び年末）要求・妥結状況の情報を迅速、かつ、的確に収集し、愛知県

における労働関連施策の基礎資料にする。また、調査結果を公表することにより、

民間企業における労使関係の安定促進に資する。 

【調査の構成】 １－春季賃上げ等要求・妥結状況調査票 ２－夏季一時金要求・妥結状

況調査票 ３－年末一時金要求・妥結状況調査票 

※ 

【調査票名】 １－春季賃上げ等要求・妥結状況調査票 

【調査対象】 （地域）愛知県全域 （単位）企業 （属性）労働組合のある民間企業 （抽

出枠）労働組合名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）４５０／２，４００ （配布）郵送・ＦＡ

Ｘ・電話・職員 （取集）郵送・ＦＡＸ・電話・職員 （記入）自計 （把

握時）毎年５月下旬までの妥結状況 （系統）愛知県－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年３月～６月 

【調査事項】 １．事業所属性、２．労務構成、３．春季賃上げ要求・妥結状況、４．一

時金等要求・妥結状況、５．時短等その他の要求・妥結状況 

※ 

【調査票名】 ２－夏季一時金要求・妥結状況調査票 

【調査対象】 （地域）愛知県全域 （単位）企業 （属性）労働組合のある民間企業 （抽

出枠）労働組合名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）４５０／２，４００ （配布）郵送・ＦＡ

Ｘ・電話・職員 （取集）郵送・ＦＡＸ・電話・職員 （記入）自計 （把

握時）毎年８月初旬までの妥結状況 （系統）愛知県－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年７月～８月 

【調査事項】 １．事業所属性、２．労務構成、３．要求・妥結状況 

※ 

【調査票名】 ３－年末一時金要求・妥結状況調査票 

【調査対象】 （地域）愛知県全域 （単位）企業 （属性）労働組合のある民間企業 （抽

出枠）労働組合名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）４５０／２，４００ （配布）郵送・ＦＡ

Ｘ・電話・職員 （取集）郵送・ＦＡＸ・電話・職員 （記入）自計 （把

握時）毎年１２月中旬までの妥結状況 （系統）愛知県－報告者 
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【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１１月～１２月 

【調査事項】 １．事業所属性、２．労務構成、３．要求・妥結状況  
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【調査名】 通勤に関するアンケート調査（平成２３年届出） 

【受理年月日】 平成２３年２月１４日 

【実施機関】 北九州市建築都市局計画部都市交通政策課 

【目 的】 北九州市では、企業（事業所）に対して、過度なマイカ一通勤から地球環境

にやさしい乗り物である公共交通や自転車通勤等への利用転換を教育や啓発を

行うことで促す「モビリティ・マネジメント」を来年度から本格的に実施する予

定である。 

本調査は、ＪＲ鹿児島本線の主要鉄道駅（小倉駅、黒崎駅、戸畑駅）周辺地域

と日明臨海工業団地に立地している事業所の通勤実態やモビリティ・マネジメン

ト実施への協力意向などを把握するために調査を実施するもの。 

【調査の構成】 １－アンケート調査票 

※ 

【調査票名】 １－アンケート調査票 

【調査対象】 （地域）北九州市小倉北区、八幡西区、戸畑区 （単位）企業 （属性）

ＪＲ鹿児島本線の主要鉄道駅（小倉駅、黒崎駅、戸畑駅）周辺地域の企業の

うち、従業員を５０人以上雇用している企業及び日明臨海工業団地に立地し

ている事業所のうち、従業員を２０人以上雇用している企業 （抽出枠）全

国商工会議所ＨＰ「企業情報データベース」 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）９９／７，０３２ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）平成２３年２月現在 （系統）北九州市－

報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２３年３月１４日～３月２２日 

【調査事項】 １．従業員数、２．従業員の出勤、退社が最も多い時間帯、３．通勤手当

の支給形態（計算方法）、４．マイカー通勤を認めているか、マイカー通勤

者数、５．マイカ一通勤者用の駐車場を用意しているか、駐車場の収容台数、

６．マイカ一通勤者の主な出発地、７．マイカ一通勤を抑制するために、貴

事業所として可能性のある取り組み、８．マイカー通勤の抑制が難しい理由、

９．「グリーン通勤」への参加協力の可否、１０．「グリーン通勤」への協力

が難しい理由  
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【調査名】 静岡県内企業海外展開状況調査（平成２３年届出） 

【受理年月日】 平成２３年２月１６日 

【実施機関】 静岡県経済産業部商工業局企業立地推進課 

【目 的】 静岡県内企業の海外事業活動の実態を把握し、今後の産業国際化施策推進の

上での基礎資料とすることを目的とする。 

【調査の構成】 １－静岡県内企業海外展開状況調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－静岡県内企業海外展開状況調査 調査票 

【調査対象】 （地域）静岡県全域 （単位）企業 （属性）静岡県内に本社又は主要な

拠点を置く企業 （抽出枠）企業訪問、新聞報道等により整備した、静岡県

が保有する企業名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，３３１ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）毎年４月１日現在 （系統）静岡県－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年５月３１日 

【調査事項】 １．海外展開状況に関する事項、２．海外事業所に関する事項 
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【調査名】 静岡県輸出入状況調査（平成２３年届出） 

【受理年月日】 平成２３年２月１６日 

【実施機関】 静岡県経済産業部商工業局企業立地推進課 

【目 的】 静岡県内企業の輸出入の状況を把握し、今後の産業国際化施策推進の上での

基礎資料とすることを目的とする。 

【調査の構成】 １－静岡県輸出入状況調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－静岡県輸出入状況調査 調査票 

【調査対象】 （地域）静岡県全域 （単位）企業 （属性）静岡県内に本社又は主要な

拠点を置く企業 （抽出枠）企業訪問、新聞報道等により整備した、静岡県

が保有する企業名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，３３１ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）毎年４月１日現在 （系統）静岡県－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年５月３１日 

【調査事項】 １．輸出入実績に関する事項、２．利用港湾に関する事項、３．貿易為替

に関する事項  
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【調査名】 コミュニティビジネス実態調査（平成２３年届出） 

【受理年月日】 平成２３年２月１６日 

【実施機関】 千葉県商工労働部経営支援課 

【目 的】 社会的課題を有償で継続的な活動により解決する担い手として注目されるコ

ミュニティビジネス（以下「ＣＢ」という。）について、宅配や移動販売などが、

高齢者等の日常の買い物が困難な状況におかれる人々（買い物弱者）にとって、

生活に必要なものを入手するために重要であることから、これらＣＢの現状、課

題等や地域住民のニーズなどを洗い出し、更なる活性化に資することを目的とす

る。 

【調査の構成】 １－買い物環境に関するアンケート調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－買い物環境に関するアンケート調査 調査票 

【調査対象】 （地域）千葉県全域 （単位）世帯 （属性）千葉県内の住宅団地や農村

部などの中から、年齢構成や地域の特色を勘案の上で選定した３地区（市川

市八幡６丁目、茂原市緑町、君津市久留里）の全世帯 （抽出枠）住民基本

台帳 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２，３８７／２，５１５，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２３年２月１７日現在 

（系統）千葉県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２３年２月１７日～２月２８日 

【調査事項】 １．回答者の世帯構成、２．買い物環境等（買い物支援サービスの利用状

況含む。）  
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【調査名】 緑化木需要動向調査（平成２３年届出） 

【受理年月日】 平成２３年２月１７日 

【実施機関】 愛知県農林水産部農林基盤担当局森林保全課 

【目 的】 緑化用樹木の樹種別、用途別の需要動向及び構造を調査し、緑化行政の基礎

資料とする。 

【調査の構成】 １－緑化木（造園木等）需要動向調査票 

※ 

【調査票名】 １－緑化木（造園木等）需要動向調査票 

【調査対象】 （地域）愛知県全域 （単位）事業所 （属性）愛知県内の造園業団体に

所属し、県内に事務所等を置く造園業者 （抽出枠）愛知県造園建設業協会

の名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５０／２６９ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）前年４月１日～３月３１日 （系統）愛知

県－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年４月１５日～５月２０日 

【調査事項】 １．造園（緑化）工事に使用した緑化木類の入手先、２．樹種別の仕入れ

内訳、３．県内の公共造園（緑化）工事（公園緑地、道路、公営住宅、その

他公共施設）と民間造園工事（工場・事業所、民間住宅）に使用した樹木の

本数  
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【調査名】 大阪・関西の外資系企業の立地動向に関するアンケート調査（平成

２３年届出） 

【受理年月日】 平成２３年２月２１日 

【実施機関】 大阪府商工労働部企業誘致推進課 

【目 的】 大阪府、兵庫県、京都府、滋賀県、奈良県及び和歌山県（以下、兵庫県から

和歌山県までを「関西」という。）の外資系企業を対象に進出時の経緯や現在の

経営状況等について調査、事例分析を行うことにより、進出企業が大阪で安定的

に事業を継続できる環境づくりに取り組む。 

【調査の構成】 １－大阪・関西の外資系企業の立地動向に関するアンケート調査 調査

票 

※ 

【調査票名】 １－大阪・関西の外資系企業の立地動向に関するアンケート調査 調査票 

【調査対象】 （地域）大阪府、関西 （単位）企業 （属性）１．外資系企業総覧に掲

載の大阪に本社を置く企業の大阪本社、２．外資系企業総覧に掲載の大阪府

内に本社以外の事業所を置く企業の大阪拠点となる事業所、３．外資系企業

総覧に掲載の関西に本社を置く企業の関西本社 （抽出枠）外資系企業総覧

２０１０ 

【調査方法】 （選定）全数及び無作為抽出 （客体数）５００／７６０ （配布）郵送 

（取集）郵送・オンライン・ＦＡＸ （記入）自計 （把握時）平成２３年

１月末現在 （系統）大阪府－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２３年２月２３日～３月１１日 

【調査事項】 １．近年の景況感について、２．大阪・関西への立地要因について、３．

立地後の満足度について、４．今後の事業展開について  



- 36 - 
 

（２）変更 

【調査名】 北九州市企業景況調査（平成２３年届出） 

【受理年月日】 平成２３年２月４日 

【実施機関】 北九州市産業経済局総務政策部産業政策課 

【目 的】 北九州地区の経済環境は、最近の各種経済指標によると、回復基調にあるも

のの、そのペースは鈍化している。 

また、雇用情勢は、有効求人倍率が上昇を続けているものの、労働需給は厳し

い状況が続いている。 

この状況から脱却するためには、内外需の回復を待つばかりではなく、地域経

済の成長戦略を見据えた、力強い産業の育成や高い付加価値を生み出す産業の創

出に取り組み、実体経済の回復を図ることが肝要であると考える。 

ついては、北九州市内の景況を正確に把握し、今後の市の施策に活かすため、

「北九州市企業景況調査」を実施するものである。 

【調査の構成】 １－北九州市企業景況調査 調査票 

【備 考】 今回の変更は、調査事項の一部変更。 

※ 

【調査票名】 １－北九州市企業景況調査 調査票 

【調査対象】 （地域）北九州市全域 （単位）企業 （属性）北九州市内に本社がある

企業 （抽出枠）民間事業者が保有する企業情報 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／８，０００ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）９月調査：調査実施年の７月～９

月、２月調査：調査実施年の１月～３月 （系統）北九州市－民間事業者－

報告者 

【周期・期日】 （周期）年２回（９月、２月） （実施期日）９月調査：９月上旬の１

０日間、２月調査：２月下旬～３月上旬にかけての１０日間 

【調査事項】 １．業況、２．売上・収益・価格等の動き、３．売上高・収益等の変化、

４．新規採用等の雇用状況、５．景気の影響、６．金融機関からの借入れ状

況、７．セーフティネット保証について、８．設備投資の動き、９．経営上

の問題点、１０．景気回復のために北九州市の施策に期待すること等 
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【調査名】 介護保険事業計画策定に向けての実態調査（平成２３年届出） 

【受理年月日】 平成２３年２月１０日 

【実施機関】 神戸市保健福祉局高齢福祉部介護保険課 

【目 的】 次期介護保険事業計画策定のための基礎資料と今後の高齢者施策の参考資料

にするため。 

【調査の構成】 １－高齢者一般調査票 ２－在宅要援護者需要調査票 ３－特別養護老

人ホーム入所（者）に関する実態調査票（施設票） ４－特別養護老人ホ

ーム用介護保険施設入所者調査票（個人票Ａ） ５－特別養護老人ホーム

用介護保険施設入所者調査票（個人票Ｂ） ６－老人保健施設入所（者）

に関する実態調査票（施設票） ７－老人保健施設用介護保険施設入所者

調査票（個人票Ａ） ８－老人保健施設用介護保険施設入所者調査票（個

人票Ｂ） ９－介護療養型医療施設入院（者）に関する実態調査票（施設

票） １０－介護療養型医療施設用介護保険施設入院者調査票（個人票Ａ） 

１１－介護療養型医療施設用介護保険施設入院者調査票（個人票Ｂ） １

２－特定施設入居（者）に関する実態調査票（施設票） 

【備 考】 今回の変更は、１．特定施設入居（者）に関する実態調査票（施設票）の追

加、２．高齢者一般調査票、在宅要援護者需要調査票、特別養護老人ホーム入所

（者）に関する実態調査票（施設票）、特別養護老人ホーム用介護保険施設入所

者調査票（個人票Ａ）、老人保健施設入所（者）に関する実態調査票（施設票）、

老人保健施設用介護保険施設入所者調査票（個人票Ａ）、介護療養型医療施設入

院（者）に関する実態調査票（施設票）及び介護療養型医療施設用介護保険施設

入院者調査票（個人票Ａ）における調査事項の一部変更並びに調査全体として報

告を求める期間の変更。 

※ 

【調査票名】 １－高齢者一般調査票 

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）個人 （属性）一般高齢者 （抽出枠）介

護保険の第１号被保険者データ 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）８，０００／２９１，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２３年１月１日現在 （系

統）神戸市－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２３年１月１４日～２月９日 

【調査事項】 １．本人・世帯の状況、２．健康・介護予防に関する状況、３．日常生活

に関する状況、４．地域活動やボランティア活動への参加状況、５．将来の

介護や介護保険施設、住まいに関する状況、６．介護保険料の状況、７．サ

ービスの利用状況、８．介護をしている方の状況 

※ 
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【調査票名】 ２－在宅要援護者需要調査票 

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）個人 （属性）要介護（要支援）認定者の

うち、介護保険施設に入所していない者 （抽出枠）介護保険の受給者デー

タ 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７，６００／５６，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２３年１月１日現在 （系

統）神戸市－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２３年１月１４日～２月９日 

【調査事項】 １．本人・世帯の状況、２．健康・介護予防に関する状況、３．日常生活

に関する状況、４．地域活動やボランティア活動への参加状況、５．将来の

介護や介護保険施設、住まいに関する状況、６．介護保険料の状況、７．サ

ービスの利用状況、８．介護をしている方の状況 

※ 

【調査票名】 ３－特別養護老人ホーム入所（者）に関する実態調査票（施設票） 

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）事業所 （属性）特別養護老人ホーム （抽

出枠）神戸市介護保険施設一覧 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）８２ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成２３年１月１日現在 （系統）神戸市－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２３年１月１４日～２月９日 

【調査事項】 １．施設、職員に関する状況、２．入所者、退所者に関する状況、３．口

腔ケアに関する状況、４．看取り看護に関する状況、５．高齢者虐待防止に

関する状況、６．介護支援ボランティア活動に関する状況、７．地域への施

設開放に関する状況 

※ 

【調査票名】 ４－特別養護老人ホーム用介護保険施設入所者調査票（個人票Ａ） 

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）事業所 （属性）特別養護老人ホーム （抽

出枠）神戸市介護保険施設一覧 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）８２ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成２３年１月１日現在 （系統）神戸市－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２３年１月１４日～２月９日 

【調査事項】 １．入所者に関する状況、２．在宅復帰に関する状況、３．認知症高齢者

に関する状況、４．利用者負担状況 

※ 

【調査票名】 ５－特別養護老人ホーム用介護保険施設入所者調査票（個人票Ｂ） 

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）事業所 （属性）特別養護老人ホーム （抽

出枠）神戸市介護保険施設一覧 
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【調査方法】 （選定）全数 （客体数）８２ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成２２年１月１日～１２月３１日 （系統）神戸市－報

告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２３年１月１４日～２月９日 

【調査事項】 １．退所者に関する状況、２．在宅復帰に関する状況 

※ 

【調査票名】 ６－老人保健施設入所（者）に関する実態調査票（施設票） 

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）事業所 （属性）老人保健施設 （抽出枠）

神戸市介護保険施設一覧 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４９ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成２３年１月１日現在 （系統）神戸市－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２３年１月１４日～２月９日 

【調査事項】 １．施設、職員に関する状況、２．入所者、退所者に関する状況、３．口

腔ケアに関する状況、４．医療が必要な入所者に関する状況、５．ターミナ

ルケアに関する状況、６．高齢者虐待防止に関する状況、７．介護支援ボラ

ンティア活動に関する状況、８．地域への施設開放に関する状況 

※ 

【調査票名】 ７－老人保健施設用介護保険施設入所者調査票（個人票Ａ） 

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）事業所 （属性）老人保健施設 （抽出枠）

神戸市介護保険施設一覧 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４９ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成２３年１月１日現在 （系統）神戸市－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２３年１月１４日～２月９日 

【調査事項】 １．入所者に関する状況、２．在宅復帰に関する状況、３．認知症高齢者

に関する状況、４．利用者負担状況 

※ 

【調査票名】 ８－老人保健施設用介護保険施設入所者調査票（個人票Ｂ） 

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）事業所 （属性）老人保健施設 （抽出枠）

神戸市介護保険施設一覧 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４９ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成２２年１月１日～１２月３１日 （系統）神戸市－報

告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２３年１月１４日～２月９日 

【調査事項】 １．退所者に関する状況、２．在宅復帰に関する状況 

※ 

【調査票名】 ９－介護療養型医療施設入院（者）に関する実態調査票（施設票） 
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【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）事業所 （属性）介護療養型医療施設 （抽

出枠）神戸市介護保険施設一覧 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１９ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成２３年１月１日現在 （系統）神戸市－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２３年１月１４日～２月９日 

【調査事項】 １．施設、職員に関する状況、２．入所者、退所者に関する状況、３．口

腔ケアに関する状況、４．療養病床の再編成に関する状況、５．高齢者虐待

防止に関する状況、６．介護支援ボランティア活動に関する状況 

※ 

【調査票名】 １０－介護療養型医療施設用介護保険施設入院者調査票（個人票Ａ） 

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）事業所 （属性）介護療養型医療施設 （抽

出枠）神戸市介護保険施設一覧 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１９ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成２３年１月１日現在 （系統）神戸市－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２３年１月１４日～２月９日 

【調査事項】 １．入所者に関する状況、２．在宅復帰に関する状況、３．認知症高齢者

に関する状況、４．利用者負担状況 

※ 

【調査票名】 １１－介護療養型医療施設用介護保険施設入院者調査票（個人票Ｂ） 

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）事業所 （属性）介護療養型医療施設 （抽

出枠）神戸市介護保険施設一覧 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１９ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成２２年１月１日～１２月３１日 （系統）神戸市－報

告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２３年１月１４日～２月９日 

【調査事項】 １．退所者に関する状況、２．在宅復帰に関する状況 

※ 

【調査票名】 １２－特定施設入居（者）に関する実態調査票（施設票） 

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）事業所 （属性）特定施設 （抽出枠）神

戸市介護保険施設一覧 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）６９ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成２３年１月１日現在 （系統）神戸市－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２３年１月１４日～２月９日 

【調査事項】 １．施設、職員に関する状況、２．入所者、退所者に関する状況、３．口

腔ケアに関する状況、４．医療が必要な入所者に関する状況、５．高齢者虐

待防止に関する状況、６．介護支援ボランティア活動に関する状況、７．地
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域への施設開放に関する状況  
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【調査名】 札幌市人口移動実態調査（平成２３年届出） 

【受理年月日】 平成２３年２月１４日 

【実施機関】 札幌市市長政策室政策企画部企画課 

【目 的】 札幌市内への転入者、市外への転出者及び市内における転居者を対象に、そ

の移動の理由、移動前後の住居の状態、就業状態など、国勢調査では把握できな

いような項目を調査することによって、市内外における人口移動の実態を明らか

にし、その調査結果を今後の住宅、土地利用、交通等の各種行政施策や学術研究

機関における研究等に役立てることを目的とする。 

【調査の構成】 １－転入・転居者用調査票 ２－転出者用調査票 

【備 考】 今回の変更は、すべての調査票に係る調査対象の属性的範囲の縮小、報告者

数の削減及び調査事項の一部変更。 

※ 

【調査票名】 １－転入・転居者用調査票 

【調査対象】 （地域）札幌市全域 （単位）世帯 （属性）調査実施年度の毎月第３週

目の２日間（原則月曜日及び火曜日）に、札幌市外から市内への転入又は市

内における転居を届け出た世帯 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１５，０００／１７，０００ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）移動の前後 （系統）札幌

市－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２３年４月～２４年３月 

【調査事項】 １．移動主因者について（１）新住所、旧住所、移動年月、（２）移動前

後の世帯員数、（３）移動前後の世帯類型、（４）移動前後の住宅の所有関係、

（５）移動前後の住宅の建て方、（６）旧住所の居住年数、（７）主たる居住

地、（８）移動前後の通勤時間、（９）移動理由、２．移動世帯員全員につい

て（１）性別、（２）年齢、（３）配偶者の有無、（４）移動主因者との続柄、

（５）移動前後の就業（就学）状態、（６）就業者の移動前後の産業分類、（７）

就業者の移動前後の職業分類 

※ 

【調査票名】 ２－転出者用調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）調査実施年度の毎月第３週目の２

日間（原則月曜日及び火曜日）に送付を受けた転入通知に記載されている札

幌市内から市外への転出世帯 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５，０００／６，０００ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）移動の前後 （系統）札幌市－報

告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２３年４月～２４年３月 
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【調査事項】 １．移動主因者について（１）新住所、旧住所、移動年月、（２）移動前

後の世帯員数、（３）移動前後の世帯類型、（４）移動前後の住宅の所有関係、

（５）移動前後の住宅の建て方、（６）旧住所の居住年数、（７）主たる居住

地、（８）移動前後の通勤時間、（９）移動理由、２．移動世帯員全員につい

て（１）性別、（２）年齢、（３）配偶者の有無、（４）移動主因者との続柄、

（５）移動前後の就業（就学）状態、（６）就業者の移動前後の産業分類、（７）

就業者の移動前後の職業分類  
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【調査名】 岐阜県輸出関係調査（平成２３年届出） 

【受理年月日】 平成２３年２月１７日 

【実施機関】 岐阜県総合企画部統計課 

【目 的】 岐阜県内において製造された製品の輸出の実態を明らかにするための基礎資

料を得ること。 

【調査の構成】 １－岐阜県輸出関係調査 輸出調査票 

【備 考】 今回の変更は、調査周期（工業統計調査の実施年に限定）の変更。 

※ 

【調査票名】 １－岐阜県輸出関係調査 輸出調査票 

【調査対象】 （地域）岐阜県全域 （単位）事業所 （属性）工業統計調査の調査の範

囲に含まれる事業所のうち、従業者４人以上であり、かつ、製品又は半製品

を原形のまま輸出している事業所 （抽出枠）工業統計調査準備調査名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３５０ （配布）調査員 （取集）調査員 （記

入）自計 （把握時）調査実施年の１２月３１日現在 （系統）岐阜県－市

町村－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）年（工業統計調査の実施年に限る。） （実施期日）調査実施

年の１２月中旬～１月下旬 

【調査事項】 １．調査対象事業所に関する事項（１）調査対象事業所の名称及び所在地、

（２）従業者数、（３）製造品出荷額、２．輸出品に関する事項（１）直接

輸出額とその輸出港別内訳及び取引先業態別内訳、（２）間接輸出額とその

出荷先別内訳、（３）品目別輸出額とその輸出先地域別内訳  
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【調査名】 岩手県生産動態統計調査（平成２３年届出） 

【受理年月日】 平成２３年２月１７日 

【実施機関】 岩手県政策地域部調査統計課 

【目 的】 岩手県内における鉱工業生産動向を早期、かつ、総合的に把握し、産業経済

振興の基礎資料とするため「岩手県鉱工業生産指数」を毎月作成・公表している

が、経済産業省生産動態統計調査において本県で対象となっていない品目がある

ことから、その実態について把握しようとするもの。 

【調査の構成】 １－岩手県生産動態統計調査 調査票 

【備 考】 今回の変更は、調査指定品目の追加。 

※ 

【調査票名】 １－岩手県生産動態統計調査 調査票 

【調査対象】 （地域）岩手県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げ

る大分類「鉱業，採石業，砂利採取業」、「製造業」に属する事業所のうち、

調査指定品目を生産する事業所 （抽出枠）平成１７年工業統計調査の結果

から、製造品出荷額の多い事業所 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）４８／７００ （配布）郵送・調査員 （取

集）郵送・調査員 （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）岩手

県－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）毎月 （実施期日）翌月１０日（調査員経由は翌月５日まで。） 

【調査事項】 １．生産品の月間生産高及び月間出荷高並びに月末在庫高、２．原材料の

月間受入高、月間投入高、月間消費高及び他工場への引渡高並びに月末在庫

高、３．月末現在従業者数  
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【調査名】 大阪府産業廃棄物処理実態調査（平成２３年届出） 

【受理年月日】 平成２３年２月２１日 

【実施機関】 大阪府環境農林水産部循環型社会推進室産業廃棄物指導課 

【目 的】 産業廃棄物を排出する事業者を対象にアンケート調査を行うことなどにより、

現況の大阪府域の産業廃棄物の発生及び処理状況を把握し、また、これらに関す

る将来予測を行うことにより、現行の大阪府廃棄物処理計画の達成状況を確認す

るとともに、次期計画の策定における基礎資料とする。 

【沿 革】 本調査は、平成１３年から開始された。 

本調査は、平成２３年に、「大阪市産業廃棄物処理実態調査」（大阪市）が開始

されたことにより、調査対象の範囲が「大阪府全域の各事業所」から「大阪市を

除く大阪府全域の各事業所」に変更された。 

ただし、建設業事業所を対象とした調査票（大阪府産業廃棄物処理実態調査票

（建設業））については、「大阪府全域の各事業所」を対象としており、大阪府の

調査では大阪府内の工事から発生した産業廃棄物量を、大阪市の調査では大阪市

内の工事から発生した産業廃棄物量を調査する。 

【調査の構成】 １－大阪府産業廃棄物処理実態調査票（建設業） ２－大阪府産業廃棄

物処理実態調査票（浄水場） ３－大阪府産業廃棄物処理実態調査票（下

水道業） ４－大阪府産業廃棄物処理実態調査票（建設業以外） 

【備 考】 今回の変更は、調査対象の範囲から大阪市を一部除外及び調査事項の一部変

更等。 

※ 

【調査票名】 １－大阪府産業廃棄物処理実態調査票（建設業） 

【調査対象】 （地域）大阪府全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げ

る大分類「建設業」に属する事業所 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統

計調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，６００／２５，７３０ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査実施年の前年度１年間 （系

統）大阪府－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２３年４月下旬～６月下旬 

【調査事項】 １．事業所の概要、２．元請工事の有無、３．工事実績、４．産業廃棄物

等の発生の有無、５．工事現場で発生した廃棄物等の発生量、６．工事現場

又は自社での中間処理、７．自社処分・処分再利用、委託処理、８．委託中

間処理、９．自社・委託での資源化 

※ 

【調査票名】 ２－大阪府産業廃棄物処理実態調査票（浄水場） 

【調査対象】 （地域）大阪市を除く大阪府全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産



- 47 - 
 

業分類に掲げる大分類「電気・ガス・熱供給・水道業」小分類「上水道業」

に属する事業所 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）５３ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）調査実施年を含む向こう５年間（各年度１年間） （系統）

大阪府－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２３年４月下旬～６月下旬 

【調査事項】 １．将来活動量指標、２．将来発生・処理状況 

※ 

【調査票名】 ３－大阪府産業廃棄物処理実態調査票（下水道業） 

【調査対象】 （地域）大阪市を除く大阪府全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産

業分類に掲げる大分類「電気・ガス・熱供給・水道業」小分類「下水道業」

に属する事業所 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）６９ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）調査実施年を含む向こう５年間（各年度１年間） （系統）

大阪府－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２３年４月下旬～６月下旬 

【調査事項】 １．将来活動量指標、２．将来発生・処理状況 

※ 

【調査票名】 ４－大阪府産業廃棄物処理実態調査票（建設業以外） 

【調査対象】 （地域）大阪市を除く大阪府全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産

業分類に掲げる大分類「鉱業」、「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」

に属する事業所、大分類「情報通信業」中分類「通信業」に属し、従業員数

が３０人以上の事業所、大分類「情報通信業」小分類「新聞業」、「出版業」

に属する事業所、大分類「運輸業」中分類「鉄道業」、「道路旅客運送業」、「道

路貨物運送業」に属する事業所、大分類「運輸業」中分類「水運業」、「航空

運輸業」、「倉庫業」、「運輸に附帯するサービス業」に属し、従業員数が３０

０人以上の事業所、大分類「卸売・小売業」小分類「百貨店，総合スーパー」

に属し、従業員数が１００人以上の事業所、大分類「卸売・小売業」小分類

「自動車小売業」、「燃料小売業」に属する事業所、大分類「卸売・小売業」

に属する事業所のうち、小分類「百貨店，総合スーパー」、「自動車小売業」、

「燃料小売業」以外に属し、従業員が３００人以上の事業所、大分類「飲食

店，宿泊業」に属し、従業員数３００人以上の事業所、大分類「医療，福祉」

小分類「病院」、「一般診療所」、「歯科診療所」に属する事業所、大分類「医

療，福祉」に属する事業所のうち、小分類「病院」、「一般診療所」、「歯科診

療所」以外に属し、従業員数１００人以上の事業所、大分類「教育，学習支

援業」小分類「高等教育機関」に属する事業所、大分類「サービス業（他に
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分類されないもの）」小分類「写真業」に属し、従業員数２０人以上の事業

所、大分類「サービス業（他に分類されないもの）」中分類「学術・開発研

究機関」に属し、従業員数１０人以上の事業所、大分類「サービス業（他に

分類されないもの）」小分類「洗濯業」に属し、従業員数３０人以上の事業

所、大分類「サービス業（他に分類されないもの）」中分類「自動車整備業」

に属する事業所 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１４，３００／８５，９０３ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査実施年の前年度１年間 

（系統）大阪府－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２３年４月下旬～６月下旬 

【調査事項】 １．事業所の概要、２．事業内容、３．事業の概要、４．産業廃棄物等の

発生の有無、５．自社で発生した廃棄物等の発生量、６．自社での中間処理、

７．自社処分・処分再利用、委託処理、８．委託中間処理、９．自社・委託

での資源化 
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（参考） 

 

○基幹統計の指定 

 

統計の名称 作 成 者 指  定  内  容 指定年月日

生 命 表 厚 生 労 働 大 臣 基幹統計としての新規指定 H23.2.17 

（この指定

は、平成23年

度に公表す

るものから

効力を生ず

る。) 

 

注：官報掲載

はH23.3.2 

 

注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣が行った基幹統計の指定内容について掲

載したものである。 
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